
平成２７年度

決算特別委員会審査報告書



第２回定例会において本委員会に付託された案件は、第８１号議案平

成２６年度大分県病院事業会計決算の認定について、第８２号議案平成

２６年度大分県電気事業会計利益の処分及び決算の認定について、第８

３号議案平成２６年度大分県工業用水道事業会計利益及び資本剰余金の

処分並びに決算の認定についてである。また、第３回定例会において本

委員会に付託された案件は、第９４号議案平成２６年度大分県一般会計

歳入歳出決算の認定について及び第９５号議案から第１０５号議案まで

の平成２６年度各特別会計歳入歳出決算の認定についてである。

委員会は、１０月１６日から１１月２６日までの間に７回開催し、会

計管理者及び監査委員ほか関係者の出席、説明を求め、予算の執行が適

正かつ効果的に行われたか、また、その結果、どのような事業効果がも

たらされたか等について慎重に審査した。

以下、決算の概要及び審査結果について報告する。

１ 決算の概要

（１）平成２６年度一般会計及び各特別会計歳入歳出決算の概要につ

いて

平成２６年度の一般会計の決算総額は、歳入決算額５，８９７億８，

７１０万円余で、前年に比べ２１９億７，４４７万円余（３．５９％）

減少し、歳出決算額は、５，７４０億９，０７６万円余で、前年度に比

べ２２４億８，８３２万円余（３．７７％）減少している。

この結果、形式収支は、１５６億９，６３４万円余の黒字で、形式収

支から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は、２６億５，

９８２万円余の黒字となっており、実質収支から前年度実質収支を引い

た単年度収支も、２億４９８万円余の黒字となっている。

収入未済額は、３３億９，１３７万円余で、個人県民税、自動車税な

ど県税の収入未済が３億６，６７７万円余減少したこと等により、前年

度に比べ４億１，９４６万円余（１１．０１％）減少している。

不納欠損額は、２億５，４２４万円余で、前年度に比べ、個人県民税

の不納欠損額の減少等により、６，２２６万円余（１９．６７％）減少

している。

次に、１１の特別会計の歳入決算額の合計は、１，３２９億４７８万

円余で、前年度に比べ１７１億２，２５１万円余（１１．４１％）減少

し、歳出決算額は、１，３１２億９，２８１万円余で、前年度に比べ１
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７１億８，０２１万円余（１１．５７％）減少している。

この結果、形式収支は、１６億１，１９７万円余、実質収支は、１６

億７９７万円余、単年度収支は、５，３６９万円余、それぞれ黒字とな

っている。

収入未済額は、１１億６，２５６万円余で、中小企業設備導入資金償

還金等が減少したことにより、前年度に比べ１，１１８万円余（０．９

５％）減少している。

不納欠損額は、１０７万円余で、主に中小企業設備導入資金償還金が

減少したことにより、前年度に比べ２，１４６万円余（９５．２３％）

減少している。

（２）平成２６年度大分県病院事業会計決算の概要について

平成２６年度の大分県病院事業の経営成績は、医業収益は、１３２億

１，６６９万円余（金額は消費税及び地方消費税抜きである。以下同じ。）

で、前年度に比べ４億２１１万円余（３．１％）増加している。これは、

前年度に比べ、入院収益が３億１，２６０万円余、外来収益が１億３１

４万円余増加したことなどによるものである。

医業費用は、１３６億４，３９３万円余で、前年度に比べ８億１，５

３６万円余（６．４％）増加している。

これにより、医業損失は４億２，７２３万円余となり、前年度に比べ

４億１，３２４万円余（２，９５３．５％）増加している。

医業収益に医業外収益、特別利益を合わせた総収益は、１５１億４１

１万円余に対し、医業費用に医業外費用、特別損失を合わせた総費用は、

主に平成２６年度に新会計基準に移行したことに伴う退職給付引当金等

が増加したことにより、１８２億７，８５６万円余で、前年度に比べ４

８億８，９２０万円余（３６．５％）増加した。

これにより、前年度の純利益４億２，７０７万円余から３１億７，４

４５万円余の純損失となった。

当年度未処理欠損金は、１億９，６３０万円余で、前年度に比べ２７

億５，３３０万円余（９３．３％）減少している。これは、当年度純損

失となったものの、新会計基準への移行に伴うその他未処分利益剰余金

変動額５９億２，７７５万円余を計上したためである。
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（３) 平成２６年度大分県電気事業会計及び大分県工業用水道事業会計

決算の概要について

平成２６年度における電気事業の経営成績は、総収益が２２億４，６

１７万円余（金額は消費税及び地方消費税抜きである。以下同じ。）で、

前年度に比べ１億２，５１５万円余（５．９％）増加し、総費用は、１

９億５，４４９万円余で、前年度に比べ１億１，６１１万円余（６．３

％）増加している。

この結果、純利益は２億９，１６７万円余となり、前年度に比べ９０

３万円余（３．２％）増加している。

また、工業用水道事業については、総収益が２３億４，１５３万円余

で、前年度に比べ２億７，９４５万円余（１３．６％）増加し、総費用

は、１７億４，３３８万円余で、前年度に比べ５，２０７万円余（３．

１％）増加している。

この結果、純利益は５億９，８１４万円余となり、前年度に比べ２億

２，７３８万円余（６１．３％）増加している。

２ 審査結果

平成２６年度の予算に計上された各般の事務事業は議決の趣旨に沿っ

て概ね適正な執行が行われており、総じて順調な成果を収めているもの

と認められる。

審査の結果、第８１号議案平成２６年度大分県病院事業会計決算の認

定については、認定すべきもの、第８２号議案平成２６年度大分県電気

事業会計利益の処分及び決算の認定について、第８３号議案平成２６年

度大分県工業用水道事業会計利益及び資本剰余金の処分並びに決算の認

定については、可決及び認定すべきもの、第９４号議案から第１０５号

議案までの平成２６年度大分県一般会計及び各特別会計歳入歳出決算の

認定については、いずれも認定すべきものと決定した。

なお、本委員会として、今後、特に改善あるいは検討を求める事項に

ついて、次の項目にとりまとめたので、平成２８年度の予算案に反映さ

せるなど、適時適切な処理を講じられたい。

（１）財政運営の健全化について

平成２６年度普通会計決算では、財政構造の弾力性を示す指標である

経常収支比率は、９３．２％と前年度の９２．５％に比べ０．７ポイン

ト悪化しているが、財政健全化判断比率の将来負担比率は、１６５．７
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％と前年度に比べ７．３ポイント低下するなど、改善している。

また、県債の発行額は、７３０億１，８００万円と前年度に比べ１１

０億１，２００万円（１３．１％）減少し、県債残高は、１兆４８７億

１，３４６万円余と前年度に比べ５２億２，０７０万円余（０．５％）

減少している。

本県では、平成１６年に「行財政改革プラン」、平成２１年に「中期

行財政運営ビジョン」、平成２４年に「行財政高度化指針」を策定し、

県税徴収率の向上などの歳入確保や事務事業の見直しによる歳出の削減

など、歳入・歳出全般にわたる幅広い分野の行財政改革に取り組んだ結

果、平成２６年度末の財政調整用基金残高は、指針の目標額を７３億円

上回る４３１億円を確保したほか、県債についても、臨時財政対策債を

除いた残高は、前年度に比べ２８８億円減少し、６，８２７億円となっ

ており、１３年連続の減少を果たすとともに、実質公債費比率も１４．

４％と前年度に比べ０．６ポイント減少するなど着実に削減が進められ

ている。

しかしながら、少子高齢化の進展に伴う社会保障関係経費の増加や公

共施設・社会インフラの老朽化対策などにより経費の増大が見込まれる

一方、２７年度、新たに策定された大分県長期総合計画「安心・活力・

発展プラン２０１５」に掲げる政策の着実な実施に向けて、中長期的展

望に立った持続可能な財政基盤の構築が重要である。

そのため、今後の施策推進にあたっては、新長期総合計画を支える行

財政基盤の強化を基本目標として新たに策定された「行財政改革アクシ

ョンプラン」に基づき、各財政指標に留意しながら、引き続き、事務事

業の選択と集中、歳入の確保と歳出の削減に努めるなど、積極的な政策

展開と財政の健全化を両立させる財政運営に尽力されたい。

（２）収入未済額の解消について

収入未済の解消については、これまで、各関係機関で取組の強化が図

られている。平成２６年度一般会計及び特別会計の収入未済額は、県税、

県営住宅使用料及び中小企業設備導入資金償還金などが減少したことに

より、４５億５，３９４万円余と前年度に比べ４億３，０６５万円余減

少し、５年続けて前年度を下回るなど一定の成果が得られている。

しかしながら、個人県民税をはじめとする県税の滞納、貸付金償還金

の未収など、収入未済額全体としては、依然として多額にのぼっている。

厳しい財政状況の下、財源の確保及び負担の公平性の観点から、引き

続き収入未済額の縮減と新たな未収金の発生防止に努められたい。
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（３）個別事項について

①「平成２６年度における主要な施策の成果」について

「平成２６年度における主要な施策の成果」について、決算額を

記載すべき総コスト欄等に予算額を記載するなどの記載ミスが１３

件確認されたが、決算議案に係る重要な書類にこれほど多くの記載

ミスが散見されることは、事務処理体制や様式等に問題があったと

言わざるを得ないので、今後、こうした事態が起こらないよう適確

な事務処理を徹底されたい。

また、成果指標については、事業の効果を計り、今後の方向性を

判断する重要な指標であり、施策の目的達成に向けた指標として検

討を要するものが見受けられたので、事業の施策目的に沿った適切

な指標設定に努められたい。

②地域活力づくり総合補助金の詐取問題について

平成２６年度の地域活力づくり総合補助金において、補助事業者

が補助金の積算にあたり、工事費や備品購入費を意図的に水増しを

行い、補助金を不正に詐取する事件が発生した。

補助金は、その主な財源が税金であることから、交付手続は特に

適正な事務処理が求められており、今回の詐取事件を察知できなか

ったことを重く受け止め、再発防止に万全の対策を講じられたい。

③母子家庭等自立促進対策事業について

本事業の成果指標である母子家庭等就業・自立支援センター登

録者の就業件数は、目標値１１３件に対して実績値８９件となって

おり、目標達成度が低い C評価となっている。
目標達成に向けて、それぞれの家庭の状況に応じた自立支援プロ

グラムの策定、就労につながる能力開発、希望する職種や勤務条件

に合った就職先の開拓等、ひとり親家庭の自立に向けた総合的な就

業支援を一層推進されたい。

また、支援を必要とするひとり親家庭に必要な支援が行き届くよ

う、相談窓口に行くことのできないひとり親や、未登録のひとり親

に対する支援施策の周知等に積極的に取り組まれたい。
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④地域防災計画推進強化事業について

県は、万が一の伊方発電所等の事故による原子力災害を想定し、

大分県原子力災害対策実施要領を定め、地域防災計画に基づき速や

かに実効性ある防護措置ができるよう県内関係機関のとるべき対策

を講じており、これは、南海トラフ地震などの巨大地震や大津波被

害も想定した複合災害を含む対策となっている。

しかしながら、この原子力災害対策実施要領では、複合災害に係

る具体的な対策や県民がとるべき行動などがわかりにくい構成とな

っているため、複合災害に関係する部分をわかりやすく整理し、県

民に周知するよう努められたい。

⑤総労働時間の短縮について

労働力の減少、共働き家庭の増加等に伴い、多様な働き方の導入

や長時間労働の是正など、働き方の見直しが求められている。

働き方を見直すとともに、ワーク･ライフ･バランスの推進を図る

ため、経営者や社員を対象にしたセミナーの開催、雇用環境整備の

ためのアドバイザー派遣などに取り組んでいるが、本県の常用労働

者１人当たりの年間総実労働時間は、全国平均と比べて最新の調査

でも４０時間以上も多い状況となっている。

ついては、総労働時間が多い要因を把握、分析の上、労働時間短

縮のため一層の取組強化に努められたい。

⑥農地の集積・集約について

県では、農地中間管理推進事業などにより、平成３５年度までに

農地の９０％を担い手に集積する計画であるが、平成２６年度末の

実績は３４％にとどまっている。

特に、本県の大部分を占める中山間地域においては、急速な高齢

化により農地が耕作放棄地となるおそれが強いことから、スピード

感を持って出し手と受け手のマッチングを行うことにより、耕作放

棄地化の防止や地域を担う力強い経営体の育成に努められたい。

⑦県産畜産物の生産・流通体制の強化について

県では、県域食肉流通センター整備支援事業により、株式会社大

分県畜産公社が行う産地食肉センター整備に対し支援を行ってお

り、平成２８年度から新施設が稼働する予定である。
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当事業は、公社への出資金額や人口、飼養頭数等により、県内の

全市町村から負担を求め実施していることから、新施設整備の効果

を県内全域の畜産農家が享受できるよう、あわせて販売力の強化な

ど畜産公社の体制づくりを進め、県産畜産物の生産・流通体制の強

化に最大限取り組まれたい。


